
人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 32,663 16,665 16,634 16,603 16,603

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21174 高齢者福祉事務費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 高齢者支援担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 01 03 01 04 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

臨時職員の賃 臨時職員の賃 臨時職員の賃 臨時職員の賃 臨時職員の賃

金支払、事務 金支払、事務 金支払、事務 金支払、事務 金支払、事務

用消耗費品の 用消耗費品の 用消耗費品の 用消耗費品の 用消耗費品の

購入等 購入等 購入等 購入等 購入等

事　業　費 26,224 13,203 13,172 13,141 13,141

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 10,011 13 13 13 13

一般財源 16,213 13,190 13,159 13,128 13,128

人　件　費 6,439.32 3,462 3,462 3,462 3,462

投入 常勤職員 0.93人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0.15



2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



,301 161,301 161,301 161,301

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 9,202 9,977 9,977 9,977 9,977

一般財源 132,650 151,324 151,324 151,324 151,324

人　件　費 15,440.52 13,294.08 13,294.08 13,294.08 13,294.08

投入 常勤職員 2.23人 1.92人 1.92人 1.92人 1.92人

人員 非常勤職員 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人

事業費＋人件費 157,293 174,595 174,595 174,595 174,595

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 7065 高齢者介護予防・生活支援事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 高齢者支援担当　

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 02 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 01 03 01 04 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

老人福祉法 戸田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 戸田市高齢者総合介護福祉条例 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
在宅で生活している65歳以上の高齢者

高齢者の在宅での日常生活を支援することで、安心・安全な生活を確保する。

事業目的

食事サービス、介護サービス利用者負担額助成、紙おむつ等支給、訪問理美容サービス、歩行補助つえ支給、寝具類乾燥、

日常生活用具給付、移送サービス、居住支援、在宅要介護高齢者介護支援金、家具転倒防止器具給付設置事業、健康長寿入

浴事業、老人福祉施設入所支援事業等を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

高齢者日常生 高齢者日常生 高齢者日常生 高齢者日常生 高齢者日常生

活支援・介護 活支援・介護 活支援・介護 活支援・介護 活支援・介護

予防事業 予防事業 予防事業 予防事業 予防事業

事　業　費 141,852 161



その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
高齢者の増加とともに利用者が増え、事業規模は必然的に増えていくと思われる。社会状況の変化、利用実績に

事業の方向性・
基づく利用者のニーズなど、受益者負担の在り方を含めてサービスの見直しを行い、持続的な事業運営に努めて

取組方針
いく。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 紙おむつ等支給者数 人 1,060 1,100 1,100 1,100 1,100
活動① 1,148 － － －
事務事業 食事サービス食数 食 17,000 18,000 18,000 18,000 18,000
活動② 18,505 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
高齢者の増加に伴い、紙おむつ等支給者数、食事サービス食数ともに増加した。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 高齢者の増加に伴うニーズに応えて福祉サービスを提供している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｃ：経費の一部に見直しが必要である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｃ Ｃ Ｃ 今後も利用者数及び事業費の増加が見込まれることから、事業の見直しについて調査・検討する必

要がある。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 外部委託を活用し、利用者に対し定期・随時の対応ができている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 今後、高齢者の増加とともに事業規模が拡大していく中、サービス内容や受益者負担についての見

直しが課題となっている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６



3 70,273 70,273

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 65,441 70,273 70,273 70,273 70,273

人　件　費 2,769.6 2,077.2 2,077.2 2,077.2 2,077.2

投入 常勤職員 0.4人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

人員 非常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

事業費＋人件費 68,211 72,350 72,350 72,350 72,350

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 7069 高齢者敬老事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 高齢者支援担当　

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 03 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 01 03 01 04 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

戸田市敬老祝金贈呈条例 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
記念品の贈呈者：70歳以上の市民　　　敬老祝金の贈呈者：77歳、88歳、99歳、100歳の市民

敬老のつどいの対象者：70歳以上の市民

高齢者の長寿を祝い、併せて敬老の意を表するとともに、明日への活力としていただく。

事業目的

70歳以上の方に記念品を贈呈し、対象年齢の方に祝金を贈呈する。また、70歳以上の方を対象に文化会館にて「敬老のつど

い」を開催。演芸やアトラクションを催す。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ ボランティア ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

敬老アトラク 敬老アトラク 敬老アトラク 敬老アトラク 敬老アトラク

ションと祝金 ションと祝金 ションと祝金 ションと祝金 ションと祝金

・祝品贈呈 ・祝品贈呈 ・祝品贈呈 ・祝品贈呈 ・祝品贈呈

事　業　費 65,441 70,273 70,27



○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
「敬老のつどい」の実施手法及び実施判断については、新型コロナウイルス感染症等の影響も踏まえながら検討

事業の方向性・
を行う。敬老祝金及び敬老祝品については、引き続き同内容で実施する予定だが、高齢化の進展や財源を注視し

取組方針
て事業内容の見直しを検討する。

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 入場券配布件数 70歳以上の入場券配布件 人 700 700 750 750 750
活動① 数 0 － － －
事務事業 参加者数 70歳以上の参加者数 人 650 650 700 700 700
成果① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
「敬老のつどい」について、令和３年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止となった。

状況
令和４年度についても同じく中止になる見込みである。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ イベント参加や祝金等の贈呈を楽しみにしている高齢者の生きがいとして、目標達成に貢献してい

る。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 送迎バスや招待状を廃止し、経費削減を図った。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 敬老のつどいの開催に当たっては、市職員、協力団体等の協力により円滑に行われている（令和２

・３年度は中止）。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 敬老のお祝いという事業の性質上、受益の適正さという判断は難しいが、概ね適正な範囲であると

言える。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続



3.28 1,523.28 1,523.28

投入 常勤職員 0.15人 0.22人 0.22人 0.22人 0.22人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 21,980 24,776 24,776 24,776 24,776

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 7074 シルバー人材センター支援事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 高齢者支援担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 04 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 01 03 01 04 04 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 29 ● 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１０年度 ～ 令和１２年度

戸田市シルバー人材センター補助金交付要綱 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：４－２

対象
概ね６０歳以上で、自分の持てる技術等を地域社会に役立てようとしている市民

高齢者が働くことを通じて健康維持や社会参加による生きがいづくりを進めることによって、高齢化社会に活力を生み出す

事業目的
。

シルバー人材センター運営資金の助成等

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

人件費等補助 人件費等補助 人件費等補助 人件費等補助 人件費等補助

事　業　費 20,941 23,253 23,253 23,253 23,253

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 20,941 23,253 23,253 23,253 23,253

人　件　費 1,038.6 1,523.28 1,52



た
取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
高齢者が働くことを通じて健康維持や社会参加による生きがいづくりができる事業である。今後においては、団

事業の方向性・
塊の世代が高齢期を迎えることや、女性会員による家事仕事へのニーズが高まっていることを踏まえ、会員数や

取組方針
作業受託件数の増加を目指し、市としては広報紙や窓口における啓発等の周知活動をさらに推進していく。

8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 会員数 会員数 人 800 850 850 850 850
活動① 856 － － －
事務事業 作業受託件数 作業受託件数 件 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900
成果① 1,817 － － －
総合戦略 会員数 会員数 人 800 850 850 850 850
KPI① 856 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
会員数については、積極的な広報活動の結果、約4％増加した。コロナ禍の影響によって受託件数は目標に届かなかったが、

状況
営業努力により一定件数を確保することができた。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 就労やボランティア・サークル活動を通じて、高齢者の健康維持や生きがいづくりにつながってい

る。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ シルバー人材センターの人件費や予算については、「戸田市の外郭団体への関与に関する方針」に

基づき、適宜協議を行って定めている。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 専門的なノウハウを有するシルバー人材センターによる事業実施は効率的である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 今後の事業展開に応じた見直しが必要だが、現時点では適正である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施し



0 0

一般財源 3,381 6,547 6,547 6,547 6,547

人　件　費 2,492.64 2,631.12 2,631.12 2,631.12 2,631.12

投入 常勤職員 0.36人 0.38人 0.38人 0.38人 0.38人

人員 非常勤職員 0.2人 0.2人 0.2人 0.2人 0.2人

事業費＋人件費 6,316 9,724 9,724 9,724 9,724

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 7076 老人クラブ活動事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 高齢者支援担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 05 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 01 03 01 04 05 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 昭和４０年度 ～ 令和１２年度

老人福祉法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 戸田市老人クラブ補助金交付要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：４－２

対象
戸田市老人クラブ連合会

戸田市老人クラブ連合会及び同連合会を構成する単位老人クラブへの支援を通じて、高齢者の主体的活動及び社会参加の促

事業目的
進を図る。また、スポーツ大会を通じて高齢者の健康増進を図る。

戸田市老人クラブ連合会の活動や資金を援助する。また、年１回、１０月にスポーツ大会を開催する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

老人クラブ活 老人クラブ活 老人クラブ活 老人クラブ活 老人クラブ活

動資金の補助 動資金の補助 動資金の補助 動資金の補助 動資金の補助

事　業　費 3,823 7,093 7,093 7,093 7,093

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 442 546 546 546 546

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0



度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
自主・自立の運営を基本に、適切な支援を行っていく。各クラブの活動については、新型コロナウイルス感染症

事業の方向性・
の拡大防止に留意しながら取り組む。

取組方針

10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 補助対象クラブ数 補助金の交付対象クラブ クラブ 36 36 36 36 36
活動① 数 36 － － －
事務事業 TODA元気体操の開催教室数 TODA元気体操の教室数 箇所 7 6 6 6 6
成果① 6 － － －
総合戦略 補助対象クラブ数 補助金の交付対象クラブ クラブ 36 36 36 36 36
KPI① 数 36 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
連合会を構成する単位老人クラブの数は維持され、高齢者の社会参加の促進が図られた。

状況
老人クラブが主体となったTODA元気体操の教室については、コロナ禍により一部活動休止となった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 老人クラブの活動を通じて、高齢者の生きがいづくり、社会参加の促進につながっている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 補助金については、要綱により対象及び基準を明確にしている。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 単位老人クラブ及び老人クラブ連合会の運営は、各クラブの自主・自立を基本に運営・支援をして

いる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 各老人クラブの活動費は、市、社会福祉協議会からの補助金と当該クラブの会費で賄われている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年



常勤職員 0.2人 0.2人 0.2人 0.2人 0.2人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,134,705 1,201,259 1,291,828 1,338,375 1,378,111

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 21177 介護保険特別会計繰出金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 06 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 01 03 01 04 06 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護保険特別 介護保険特別 介護保険特別 介護保険特別 介護保険特別

会計繰出金 会計繰出金 会計繰出金 会計繰出金 会計繰出金

事　業　費 1,133,320 1,199,874 1,290,443 1,336,990 1,376,726

財
源
内
訳

国庫支出金 52,405 52,453 53,592 58,642 60,286

県支出金 26,202 26,226 26,796 29,321 30,143

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,054,713 1,121,195 1,210,055 1,249,027 1,286,297

人　件　費 1,384.8 1,384.8 1,384.8 1,384.8 1,384.8

投入



12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



業内容

健康福祉の杜 健康福祉の杜 健康福祉の杜 健康福祉の杜 健康福祉の杜

の運営状況把 の運営状況把 の運営状況把 の運営状況把 の運営状況把

握及び建物の 握及び建物の 握及び建物の 握及び建物の 握及び建物の

修繕 修繕 修繕 修繕 修繕

事　業　費 26,601 4,407 62,017 234,407 434,407

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 26,601 4,407 62,017 234,407 434,407

人　件　費 1,800.24 2,838.84 2,838.84 2,838.84 2,838.84

投入 常勤職員 0.26人 0.41人 0.41人 0.41人 0.41人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 28,401 7,246 64,856 237,246 437,246

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 21179 健康福祉の杜管理運営費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 高齢者支援担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 07 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 01 03 01 04 07 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成２６年度 ～ 令和１２年度

戸田市立健康福祉の杜条例 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
健康福祉の杜（ほほえみの郷、ふれあいランド戸田、ショートステイ等）の入所者及び通所者

特別養護老人ホーム、デイサービス、ショートステイ等の介護サービスをトータルで実施し、利用者である高齢者やその家

事業目的
族が安心して暮らせる環境を提供する。

健康福祉の杜に含まれる特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、ショートステイ等について、指定管理者により

管理を行うとともに、管理状況のチェック及び建物の修繕等を実施する。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

【重点戦略１】テーマ①　取組名：健康福祉の杜の事業等見直しによる経営の健全化

行財政改革 内容：健康福祉の杜における委託費や給与制度等の見直しを行うとともに、稼働率の向上により収支の安定を図る。

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事



度の見直し

実施した 及び委託費の削減など、様々な経営改善に取り組んだ。その結果、コロナ禍にあって赤字決算の解消を達成し、

取組内容・効果 退職手当の見直しによって将来的な課題を解決することができた。

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
ニーズの高いサービスを提供する事業であることから、今後も継続することとし、指定管理者には経営改善の継

事業の方向性・
続を求めていく。

取組方針
なお、令和６年度から大規模改修を予定しており、令和４・５年度は設計業務を行う。大規模改修中はデイサー
ビスが使用不可になると見込まれることから、令和５年度から６年度にかけてデイサービスの仮設棟を整備する
予定である。

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 特別養護老人ホーム入所率 ％ 95 93 93 93 93
活動① 92 － － －
事務事業 デイサービス利用率 ％ 85 67 67 67 67
活動② 64 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
特別養護老人ホームの入所率に関しては、入居者の入院などやむを得ない事情により目標を下回っている。デイサービスにつ

状況
いては、コロナ禍の影響を受けながらも経営改善に取り組み、利用者数は増加した。しかし、定員数を３５名から４５名に変

の分析 更したため、相対的に利用率は下がった。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ ニーズに応じたサービスの提供を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 指定管理者による運営を行っている。運営費は介護保険収入で賄われており、特殊な状況を除いて

指定管理料は発生していない。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 指定管理者による運営を行い、定期的にモニタリングを行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 介護保険制度に基づいている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
取組名：健康福祉の杜の事業等見直しによる経営の健全化

令和３年度に 市から派遣した管理職員の指揮・監督の下、目標管理の徹底、稼働率の向上、退職手当を含む給与制



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 53151 地域医療介護総合確保基金事業費補助金交付事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 11 01

記入日 令和 4年 6月28日
R3 17 10 00 R3 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 令和４年度 ～ 令和４年度

埼玉県地域密着型サービス等整備助成事業費等補助

根拠法令 金交付要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

地域医療介護

総合確保基金

事業費補助金

の交付

事　業　費 0 48,702 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 48,702 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 692.4 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0.1人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 49,394 0 0 0
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



0 0

そ　の　他 0 2 2 2 2

一般財源 21,269 23,054 23,054 23,054 23,054

人　件　費 3,115.8 3,115.8 3,115.8 3,115.8 3,115.8

投入 常勤職員 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 24,385 26,172 26,172 26,172 26,172

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 50446 介護老人保健施設管理運営事業

担当組織 市民医療センター 総務課 担当 総務・医事担当

組織コード
R4 30 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 03 01 04 10 01

記入日 令和 4年 6月24日
R3 30 01 00 R3 01 03 01 04 10 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成３０年度 ～ 令和１２年度

戸田市立介護老人保健施設条例 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
介護老人保健施設の指定管理者

指定管理者が介護サービスや施設管理におけるノウハウを十分に発揮して介護老人保健施設を運営する。

事業目的

指定管理者による施設の管理運営状況の把握、及び指定管理者との課題等への対応

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

施設運営状況 施設運営状況 施設運営状況 施設運営状況 施設運営状況

の把握、大規 の把握、大規 の把握、大規 の把握、大規 の把握、大規

模修繕及び施 模修繕及び施 模修繕及び施 模修繕及び施 模修繕及び施

設運営に要す 設運営に要す 設運営に要す 設運営に要す 設運営に要す

事　業　費 21,269 23,056 23,056 23,056 23,056

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0



である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 市が負担している賃借及び緊急修繕については、指定管理者が安定した介護サービスを実施するう

えでも必要なものであり、受益と負担は適正な範囲である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

現行の指定管理期間が令和５年３月３１日をもって満了となるため、令和５年度からの指定管理者を選定する。

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　介護老人保健施設を永続的かつ安定的に運営できるよう、モニタリング調査等で課題等の把握に努め、指定管

事業の方向性・
理者と解決に取り組んでいく。

取組方針
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 定期モニタリング実施回数 4半期ごとに管理運営の 回 4 4 4 4 4
活動① 適正な履行を確認する 4 － － －
事務事業 施設維持管理の履行確認回数 施設の維持管理の適正な 回 12 12 12 12 12
活動② 履行を毎月確認する 12 － － －
事務事業 利用者アンケート満足度 利用者アンケートで「満 ％ 90 90 95 95 100
成果① 足」と答えた人の割合 83 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　指定管理者が民間のノウハウを活かして管理運営を実施しているか四半期ごとのモニタリングを通じて確認した。また、施

状況
設維持管理についても月次の報告を通して適正に履行されていることが確認できた。

の分析 　

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 介護老人保健施設の運営に必要な設備の賃借及び緊急修繕を行うものである。介護サービスの向上

のために必要な事業であり、施策の目標達成に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 事業費は介護老人保健施設の運営に必要な設備の賃借料や緊急修繕費であり、適正な範囲である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 施設の管理運営は指定管理者が民間のノウハウを活かして行っている。

緊急修繕については、指定管理者協定書に基づき実施するものであり、事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 19 頁

事務事業名 20634 事務管理費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 01 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 01 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民・職員・事業所

事業目的

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 市民協議会 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事務管理費 事務管理費 事務管理費 事務管理費 事務管理費

事　業　費 4,089 5,102 24,314 24,314 24,314

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 4,089 5,102 24,314 24,314 24,314

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 3,462 3,462 10,386 10,386 10,386

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 1.5人 1.5人 1.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 2.5人 2.5人 2.5人

事業費＋人件費 7,551 8,564 34,700 34,700 34,700
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和５年度以降は、事務事業コード7608「被保険者資格管理事業」を統合して管理する。

事業の方向性・
取組方針



00 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 2,641 4,500 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 1,731 1,731 0 0

投入 常勤職員 0人 0.25人 0.25人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 4,372 6,231 0 0

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 53073 第9期戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 01 01 01 01 03

記入日 令和 4年 6月16日
R3 17 10 00 R3 13 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 令和６年度 ～ 令和８年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民・事業所

令和６年度から令和８年度までの３箇年を計画期間とする「第９期戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」を策定する

事業目的
にあたり、円滑な計画策定に必要な基礎資料とするための実態調査及び集計・分析を行う。

円滑な計画策定に必要な基礎資料とするための実態調査及び集計・分析を行い、調査結果から高齢者の生活実態を把握する

と共に、サービスへのニーズを捉えることで既存の市独自サービスの見直しに係る検討材料とする。また、今後の介護保険

サービスへのニーズを捉え、第９期における介護保険料の設定に係る基礎資料とする。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事業計画策定 事業計画策定

に関する実態 業務

調査

事　業　費 0 2,641 4,5



方向性の判断理由・取組方針＞
令和６年度から令和８年度までの３か年を計画期間としている。

事業の方向性・
取組方針
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 実態把握調査の実施 調査書送付件数 件 4,000
活動① － － －
事務事業 実態把握調査の回収率 回収率 ％ 60
成果① － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － Ａ 円滑な介護保険制度の運営のためには、戸田市の実情に応じた事業計画の策定が必要であるため。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
－ － Ａ 介護保険法に基づいた計画策定は有効であり、事業は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
－ － Ａ 介護保険法においては、３か年ごとの計画策定が求められている。この計画策定にあたっては、実

態調査により高齢者のニーズを把握した上で、効果的な事業計画を策定している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ － Ｂ 介護保険サービスの充実や適正な介護保険料の算出等を行うため、事業計画の策定は必要であり、

適正化は図られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ●令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜
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事務事業名 7608 被保険者資格管理事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 01 01 01 01 02

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 01 01 01 01 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
４０歳以上の市民

４０歳以上の市民が、介護保険制度を適正に利用できるよう管理する。

事業目的

４０歳以上の市民の介護保険被保険者の資格管理を適正に行うため、介護保険被保険者証の交付、更新等を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護保険被保 介護保険被保

険者の資格管 険者の資格管

理等 理等

事　業　費 27,719 15,789 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 27,719 15,789 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 6,924 6,924 0 0 0

投入 常勤職員 1人 1人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 2.5人 2.5人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 34,643 22,713 0 0 0



組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ●令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和５年度以降は、本事業を事務事業コード20634「事務管理費」に統合して管理する。

事業の方向性・
取組方針
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 介護保険被保険者証発行枚数 枚 4,500 4,500 － － －
活動① 4,304 － － －
事務事業 介護保険被保険者証戻り枚数 枚 15 15 － － －
成果① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
介護保険被保険者証発行枚数は目標に届かなかったものの、戻り枚数については１５枚以内という目標を達成しており、被保

状況
険者に適切に保険者証が交付されている。

の分析 令和５年度以降は、事務事業コード20634「事務管理費」と統合するため、令和５年度以降の目標については、「－」とする
。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ ６５歳到達により新規に資格を取得した方や要介護認定を受けた方などの資格管理を適切に行い、

被保険者証を交付している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ システム等の活用により、最低限の経費となっている。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ システムを活用することにより、事務負担の軽減を図りながら適正な資格管理を行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 介護保険法に基づき、適正な資格管理を行っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取
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事務事業名 21377 賦課徴収費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 01 02 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 01 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
６５歳以上の市民

介護保険制度の安定的運営

事業目的

第１号被保険者の保険料を賦課し、徴収する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

賦課徴収 賦課徴収 賦課徴収 賦課徴収 賦課徴収

事　業　費 3,882 5,399 5,957 5,957 5,957

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 3,882 5,399 5,957 5,957 0

一般財源 0 0 0 0 5,957

人　件　費 6,924 6,924 6,924 6,924 6,924

投入 常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 1.43人 1.43人 1.43人 1.43人 1.43人

事業費＋人件費 10,806 12,323 12,881 12,881 12,881



戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき、新しい保険料額にて賦課を行った。保険料額が引き

令和３年度に 上げとなったことについて、被保険者からの問い合わせもあったが、理解が得られるよう丁寧な説明に努めた。

実施した 結果的に、保険料額は引き上げとなったが収納率は向上した。

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
平成２４年度より徴収員を雇用し、臨宅徴収・電話催告等を行っており、収納率は着実に向上している。今後も

事業の方向性・
収納方法等の検討を進め、収納率のさらなる向上につなげていく。

取組方針

26 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 普通徴収納付通知書発送件数 件 3,000 － － － －
活動① 3,195 － － －
事務事業 収納率 ％ 83 83 83 83 83
成果① 88 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
普通徴収対象者については、特別徴収への切替が進んでいる。日曜収納窓口や会計年度任用職員による電話催告及び臨宅徴収

状況
等により、収納率の向上が図られている。

の分析 令和４年度から指標については、より適した指標として活動を「催告書の発送件数」とし、目標を４００件に修正することと
する。なお、成果は修正しない。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 事業計画に基づき、保険料額を決定し、適正な賦課徴収を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 納付書に係る郵送料や印刷製本費等であり、印刷部数も随時精査している。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ システムを活用することで、事務負担の軽減を図っている。専門の徴収員の雇用等により、収納率

も向上している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 条例等に基づき、適正な賦課を行っている。保険料の軽減制度により、低所得者への配慮も行って

いる。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
第８期



6 10,386

投入 常勤職員 1.5人 1.5人 1.5人 1.5人 1.5人

人員 非常勤職員 2人 2人 2人 2人 2人

事業費＋人件費 62,894 78,954 80,749 80,749 80,749

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 27 頁

事務事業名 7393 介護認定審査会

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 01 03 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 01 03 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
６５歳以上の人または４０歳以上で老化が原因とされる１６の特定疾病により介護が必要となり要介護認定申請をされた人

介護認定を適正に行い、申請者が介護サービスを適正に利用できるようにする。

事業目的

要介護認定申請を受け、認定調査の実施・主治医意見書を依頼・受取の後、認定審査会を行い、要介護認定をする。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護認定 介護認定 介護認定 介護認定 介護認定

事　業　費 52,508 68,568 70,363 70,363 70,363

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 52,508 68,568 70,363 70,363 70,363

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 10,386 10,386 10,386 10,38



査判定を行っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
高齢化に伴い、要介護認定に係る申請件数の増加が見込まれることから、審査会の運営をはじめ、審査判定に伴

事業の方向性・
う一連の手続きについて、より一層適正かつ効率的に進めていく必要がある。

取組方針

28 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 介護認定申請件数 件 3,200 － － － －
活動① 2,709 － － －
事務事業 要介護認定に対する苦情件数 件 5 － － － －
成果① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
介護認定申請件数については、コロナ禍により、国から特例的な取扱いとして、調査が困難な場合は有効期間を延長する対応

状況
が認められている。その影響もあって目標値を下回っているが、苦情件数については目標を達成。

の分析 令和４年度から指標については、より適した指標として活動を「介護認定審査件数」に、成果を「要介護認定結果に対する審
査請求のうち認容となった件数」とし、目標をそれぞれ3,200件、0件に修正することとする。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険制度に基づき、要介護認定事務を進め、適正に審査判定を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 要介護認定申請の事務処理を円滑に進める上で、必要最低限の印刷製本費、業務委託となっている

。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 週３回の認定審査会を効率的に進め、迅速な審査判定につなげている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険制度に基づき、要介護認定事務を進め、適正に審



人

事業費＋人件費 4,466 5,222 5,977 5,977 5,977

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 29 頁

事務事業名 7394 趣旨普及事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 01 04 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 01 04 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

市民への介護保険制度の理解を進め、制度の安定的運営を図る。

事業目的

介護保険制度を普及させるためパンフレット等を作成し、市民に配布する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

パンフレット パンフレット パンフレット パンフレット パンフレット

等の作成・配 等の作成・配 等の作成・配 等の作成・配 等の作成・配

布 布 布 布 布

事　業　費 1,004 1,760 2,515 2,515 2,515

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,004 1,760 2,515 2,515 0

一般財源 0 0 0 0 2,515

人　件　費 3,462 3,462 3,462 3,462 3,462

投入 常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0



で、適切な制度周知に努めた。

実施した
取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
課のホームページや広報等、幅広い媒体を通して、引き続き介護保険制度の普及啓発に努めていく。

事業の方向性・
取組方針

30 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 パンフレット作成数 部 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500
活動① 2,500 － － －
事務事業 介護保険制度に対する苦情 件 0 0 0 0 0
成果① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
介護保険制度のパンフレットを引き続き作成し、PRを図っている。今後も、市民にわかりやすい形で普及啓発を進めていく。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護サービスの内容やその利用方法、保険料等、介護保険制度の周知は必要不可欠である。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 介護保険制度の周知に必要な事業費であり、必要部数も精査している。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 介護保険制度のパンフレットについて、健康長寿課の窓口で配布しているほか、各地域包括支援セ

ンターでも活用してもらうことで、積極的な周知に努めている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 介護サービスの内容やその利用方法、保険料等、介護保険制度の周知は必要不可欠である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
介護保険制度のパンフレットに、第８期戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づく新たな保険料額や、

令和３年度に 令和３年度の制度改正の内容を反映させること



00 975,000 1,025,000

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 2,392,524 2,841,194 2,923,000 3,081,000 3,239,000

一般財源 1,393,116 1,685,858 1,702,000 1,794,000 1,886,000

人　件　費 1,731 1,731 1,731 1,731 1,731

投入 常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,058,755 6,954,731 7,401,731 7,801,731 8,201,731

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 31 頁

事務事業名 7395 介護サービス給付事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 02 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 02 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
介護保険サービス利用者・国保連合会・事業者

介護保険のサービス利用者に関する給付を迅速・適切に行い、介護保険サービスを適切に受けられるようにする。

事業目的

要介護（要介護１から要介護５まで）認定者に介護保険サービス利用に対する給付を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護保険サー 介護保険サー 介護保険サー 介護保険サー 介護保険サー

ビス費の支給 ビス費の支給 ビス費の支給 ビス費の支給 ビス費の支給

事　業　費 6,057,024 6,953,000 7,400,000 7,800,000 8,200,000

財
源
内
訳

国庫支出金 1,514,256 1,424,412 1,850,000 1,950,000 2,050,000

県支出金 757,128 1,001,536 925,0



組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
高齢化が進むことに伴い、介護保険サービス利用者も増加するため、給付費も増加すると考えられる。

事業の方向性・
県及び国保連合会との連携強化を進める。

取組方針
本事業については、行政においてコントロールすることができるものではなく、評価対象事業として処理するこ
とに適しないため、令和４年度から予算管理シートとして処理する。

32 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 支払伝票処理件数 国保連合会：給付費毎月 件 60 － － － －
活動① 支払 60 － － －
事務事業 支払いに対する苦情件数 件 0 － － － －
成果① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
介護保険の給付事業が滞りなく行われている。

状況
本事業については、行政においてコントロールすることができるものではなく、評価対象事業として処理することに適しない

の分析 ため、令和４年度から予算管理シートとして処理する。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険制度における保険給付であり、法令に基づき適正に管理している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 高齢化に伴い、給付費は増加しているが、介護予防事業及び適正化事業により介護保険給付の適正

化を図っている。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険制度における保険給付であり、法令に基づき適正に管理している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険制度における保険給付であり、法令に基づき適正に管理している。また、ケアプランチェ

ック等、適正化事業を行っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取



42 61,703 65,570 71,890 79,000

一般財源 23,549 36,612 38,180 41,860 46,000

人　件　費 1,731 1,731 1,731 1,731 1,731

投入 常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 104,116 152,731 167,731 183,731 201,731

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 33 頁

事務事業名 21378 介護予防サービス給付事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 02 02 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 02 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
介護予防サービス利用者・国保連合会・事業者

介護予防のサービス利用者に関する給付を迅速・適切に行い、介護予防サービスを適切に受けられるようにする。

事業目的

要支援（要支援１及び要支援２）認定者に介護予防のサービス利用に対する給付を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護予防サー 介護予防サー 介護予防サー 介護予防サー 介護予防サー

ビス給付費 ビス給付費 ビス給付費 ビス給付費 ビス給付費

事　業　費 102,385 151,000 166,000 182,000 200,000

財
源
内
訳

国庫支出金 25,596 30,934 41,500 45,500 50,000

県支出金 12,798 21,751 20,750 22,750 25,000

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 40,4



容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
高齢化が進むことに伴い、介護予防サービス利用者も増加するため、給付費も増加すると考えられる。

事業の方向性・
県及び国保連合会との連携強化を進める。

取組方針
本事業については、行政においてコントロールすることができるものではなく、評価対象事業として処理するこ
とに適しないため、令和４年度から予算管理シートとして処理する。

34 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 支払伝票処理件数 国保連合会：給付費毎月 件 60 － － － －
活動① 支払 60 － － －
事務事業 支払いに対する苦情件数 件 0 － － 　－ －
成果① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
被保険者個々に作成される介護予防支援計画に基づき、保険者として給付内容が適正かどうかを確認しながら行っている。

状況
本事業については、行政においてコントロールすることができるものではなく、評価対象事業として処理することに適しない

の分析 ため、令和４年度から予算管理シートとして処理する。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険制度における保険給付であり、法令に基づき、適正に管理している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 高齢化に伴い、給付費は増加しているが、介護予防事業及び適正化事業により介護給付費の適正化

を図っている。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険制度における保険給付であり、法令に基づき、適正に管理している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険制度における保険給付であり、法令に基づき、適正に管理している。また、ケアプランの

チェック等適正化事業を行っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内



1,760 75,440 79,120

人　件　費 1,731 1,731 1,731 1,731 1,731

投入 常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 211,699 298,731 313,731 329,731 345,731

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 35 頁

事務事業名 21379 高額介護サービス事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 02 03 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 02 03 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
高額介護サービス申請者（対象者）・国保連合会

自己負担額が一定額を超えた場合の負担を軽減する。

事業目的

高額介護サービス申請者（対象者）に対する給付を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー

ビス事業 ビス事業 ビス事業 ビス事業 ビス事業

事　業　費 209,968 297,000 312,000 328,000 344,000

財
源
内
訳

国庫支出金 52,492 60,844 78,000 82,000 86,000

県支出金 26,246 42,781 39,000 41,000 43,000

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 82,937 121,362 123,240 129,560 135,880

一般財源 48,293 72,013 7



と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
同等のサービス費の支給が見込まれる。

事業の方向性・
県及び国保連合会との連携強化を進める。

取組方針
本事業については、行政においてコントロールすることができるものではなく、評価対象事業として処理するこ
とに適しないため、令和４年度から予算管理シートとして処理する。

36 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 支払伝票処理件数 件 25 － － － －
活動① 25 － － －
事務事業 支払いに対する苦情件数 件 0 － － － －
成果① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
保険者において給付の適正化に努めている中で、申請に基づき、高額介護サービスの給付事業が問題なく行われている。

状況
本事業については、行政においてコントロールすることができるものではなく、評価対象事業として処理することに適しない

の分析 ため、令和４年度から予算管理シートとして処理する。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき、適正に給付している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき、適正に給付している。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき、適正に給付している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき、適正に給付している。また、サービスの該当者には勧奨通知を発送している

。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業



31 8,331

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 37 頁

事務事業名 21380 審査支払手数料

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 02 04 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 02 04 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
国保連合会

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

支払審査手数 支払審査手数 支払審査手数 審査支払手数 審査支払手数

料 料 料 料 料

事　業　費 4,383 5,000 5,500 6,000 6,600

財
源
内
訳

国庫支出金 1,096 1,024 1,375 1,500 1,650

県支出金 548 720 688 750 825

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,731 2,043 2,173 2,370 2,607

一般財源 1,008 1,213 1,264 1,380 1,518

人　件　費 1,731 1,731 1,731 1,731 1,731

投入 常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,114 6,731 7,231 7,7
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
 

事業の方向性・
取組方針



87 25,000 25,000 25,000

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 54,957 69,467 79,000 79,000 79,000

一般財源 32,000 41,219 46,000 46,000 46,000

人　件　費 1,731 1,731 1,731 1,731 1,731

投入 常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 140,862 171,731 201,731 201,731 201,731

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 39 頁

事務事業名 21906 特定入所者介護サービス費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 02 05 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 02 05 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
要介護者等のうち市民税非課税世帯等の低所得者

要介護者等のうち市民税非課税世帯等の低所得者の施設サービス・短期入所サービスの食費・居住費の負担を軽減する。

事業目的

要介護者等のうち市民税非課税世帯等の低所得者に対して、特定入所者介護サービス費を給付し、施設サービス・短期入所

サービスの食費・居住費の負担を軽減する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

特定入所者介 特定入所者介 特定入所者介 特定入所者介 特定入所者介

護サービス 護サービス 護サービス 護サービス 護サービス

事　業　費 139,131 170,000 200,000 200,000 200,000

財
源
内
訳

国庫支出金 34,783 34,827 50,000 50,000 50,000

県支出金 17,391 24,4



ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
申請に基づき、引き続き低所得者の負担軽減を図る。

事業の方向性・
介護保険制度の運用を図るため、適正な給付管理が必要である。

取組方針
本事業については、行政においてコントロールすることができるものではなく、評価対象事業として処理するこ
とに適しないため、令和４年度から予算管理シートとして処理する。

40 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 特定入所者介護サービス費申請書 件 500 － 　－ － －
活動① 発送件数 502 － － －
事務事業 特定入所者介護サービス費対象件 件 8,000 － － － 　－
成果① 数 8,123 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
特定入所者介護サービス費対象件数は、それぞれ前年度を上回り、目標も達成した。申請に基づき、漏れなく負担限度額の認

状況
定を行っている。

の分析 本事業については、行政においてコントロールすることができるものではなく、評価対象事業として処理することに適しない
ため、令和４年度から予算管理シートとして処理する。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づく保険給付であり、法令に基づき適正に管理している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ サービスの対象者（非課税世帯等）の認定については、法令の基準に基づき適正に管理している。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ サービスの対象者（非課税世帯等）の認定については、法令の基準に基づき適正に管理している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ サービスの対象者（非課税世帯等）の認定については、法令の基準に基づき適正に管理している。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 41 頁

事務事業名 21381 財政安定化基金拠出金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 03 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 03 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
埼玉県

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

財政安定化基 財政安定化基 財政安定化基 財政安定化基 財政安定化基

金拠出金 金拠出金 金拠出金 金拠出金 金拠出金

事　業　費 0 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 1 1 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 1 1 1 1
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 43 頁

事務事業名 21382 保健福祉事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 04 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 04 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
介護保険サービス利用者・介護者

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー 高額介護サー

ビス費貸付金 ビス費貸付金 ビス費貸付金 ビス費貸付金 ビス費貸付金

事　業　費 0 950 950 950 950

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 950 950 950 950

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 950 950 950 950
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



6 178,116 194,583

財
源
内
訳

国庫支出金 35,635 44,196 44,528 44,528 48,645

県支出金 17,817 22,098 22,264 22,264 24,322

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 56,303 69,829 70,355 70,355 76,859

一般財源 32,785 40,661 40,969 40,969 44,757

人　件　費 2,423.4 2,423.4 4,154.4 4,154.4 4,154.4

投入 常勤職員 0.35人 0.35人 0.6人 0.6人 0.6人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 144,963 179,207 182,270 182,270 198,737

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 45 頁

事務事業名 46767 介護予防・生活支援サービス事業費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 09 ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成２８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：４－２

対象
市民・事業所

新しい介護予防・日常生活支援総合事業の事業対象者に対し、介護予防及び生活支援サービスを提供する。

事業目的

新しい介護予防・日常生活支援総合事業において、サービスの希望者に対してチェックリストを実施し、一定の基準を満た

した事業該当者に対し、訪問介護・通所介護サービスを提供する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 社会福祉法人等 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

新しい介護予 新しい介護予 新しい介護予 新しい介護予 新しい介護予

防・日常生活 防・日常生活 防・日常生活 防・日常生活 防・日常生活

支援総合事業 支援総合事業 支援総合事業 支援総合事業 支援総合事業

の実施 の実施 の実施 の実施 の実施

事　業　費 142,540 176,784 178,11



年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
平成２８年度から現行相当の介護予防訪問介護サービス及び介護予防通所介護サービスを導入し、制度を開始し

事業の方向性・
た。今後はこれらのサービスに加え、多様な主体によるサービスの提供体制を構築することで、要支援者等に対

取組方針
する効果的かつ効率的な支援を可能とする。
令和５年度以降は、事務事業コード46768「介護予防ケアマネジメント事業」を本事業に統合して管理する。

46 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 事業対象者 総合事業における事業対 人 900 900 900 900 900
活動① 象者 903 － － －
事務事業 希望者へのサービス提供率 ％ 100 100 100 100 100
成果① 100 － － －
総合戦略 事業対象者 総合事業における事業対 人 900 900 900 900 900
KPI① 象者 903 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
平成２８年度より介護予防・日常生活支援総合事業が開始され、チェックリストの実施により事業対象者に該当し、サービス

状況
を受ける者が増加した。併せて要支援認定者も総合事業に完全移行した。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 要支援者等、軽度の介護サービスについて、介護保険法に基づき必要な給付を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき、適正な給付を行っている。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき、適正な給付を行っている。地域包括支援センターと連携しながら事業を進め

ている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 要支援者等、軽度者の介護サービスについて、介護保険法に基づき適正に給付を行っている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３



0 0 0

そ　の　他 0 25 0 0 0

一般財源 5 16 0 0 0

人　件　費 692.4 692.4 0 0 0

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 709 757 0 0 0

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 47 頁

事務事業名 46768 介護予防ケアマネジメント事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 01 02 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 01 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成２８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
要支援者及び基本チェックリストで事業対象者の基準に該当した者

介護予防・日常生活支援総合事業における要支援者及び基本チェックリストの記入内容が事業対象の基準に該当した者に対

事業目的
しての介護予防及び日常生活支援を目的とする。

市及び地域包括支援センターが介護認定の相談に来庁した高齢者に基本チェックリストを実施し、事業対象の基準に該当し

た者に対しての介護予防及び日常生活支援に関するアセスメント等を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

①アセスメン ①アセスメン

ト（基本チェ ト（基本チェ

ックリスト） ックリスト）

②ケアプラン ②ケアプラン

事　業　費 17 65 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 4 16 0 0 0

県支出金 2 8 0 0 0

起　　　債 6 0



令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ●令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
令和５年度以降は、事務事業コード46767「介護予防・生活支援サービス事業費」に統合して管理する。

事業の方向性・
取組方針

48 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 介護予防ケアマネジメント人数 介護予防ケアマネジメン 人 4,000 4,000 － － －
活動① ト実施人数 3,359 － － －
事務事業 計画を立てた人の率 ケアプランの作成率 ％ 100 100 － － －
成果① 100 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
平成２８年度より介護予防・日常生活支援総合事業が開始され、地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所が、総合事業

状況
対象者に対するケアプランの作成、管理を行った。実施人数に対しケアプランの作成率が１００％であるから、全ての目標を

の分析 達成したと判断した。
令和５年度以降は、事務事業コード46767「介護予防・生活支援サービス事業費」に統合して管理する。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護予防及び日常生活支援のためには介護予防マネジメントが必要である。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき実施する事業であり適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき実施している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき実施している。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果



115.8

投入 常勤職員 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人 0.45人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 4,966 8,115 8,142 8,142 8,142

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 49 頁

事務事業名 23911 一般介護予防事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 02 01 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
要支援・要介護状態になるおそれのある６５歳以上の者。

要支援・要介護状態への移行を抑制する。

事業目的

健康増進の為の教室や要介護状態となることを予防するための教室等を開催する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 市民 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護予防事業 介護予防事業 介護予防事業 介護予防事業

事　業　費 1,850 4,999 5,026 5,026 5,026

財
源
内
訳

国庫支出金 462 1,249 1,257 1,257 1,257

県支出金 231 624 628 628 628

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 731 1,974 1,985 1,985 1,985

一般財源 426 1,152 1,156 1,156 1,156

人　件　費 3,115.8 3,115.8 3,115.8 3,115.8 3,



結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域住民が主体的に実施しており、受益・負担は適正である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
高齢者を年齢や心身の状況などによって分け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させることは引き続き

事業の方向性・
求められる。

取組方針
また、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するこ
とが重要である。
そのため地域において、リハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取り組みを拡大して継続して
いく。

50 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 TODA元気体操の教室数 市内でTODA元気体操の教 か所 27 － － － －
活動① 室として立ち上がった数 28 － － －
事務事業 一般介護予防事業の参加者数 事業に参加した人数 人 585 615 645 675 705
成果① 550 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
コロナ禍の影響もあり、密にならないよう教室会場に定員を設定し、参加者を制限しているため、事業参加者数はTODA元気体

状況
操教室で535名、TODA元気ふっかつ体操教室で15名で合計550名となり、目標未満となった。令和４年度からの活動指標につい

の分析 ては、「地域住民介護予防教室支援事業」として、その説明・算定式として「新規で立ち上がった教室数」とし、年間の立上
げ目標を各年３か所に変更する。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域住民が主体的に実施する高齢者の「通いの場」であるTODA元気体操教室が市内各地に立ち上が

ることで、介護予防だけでなく、サロン活動や地域の見守り体制の構築にも繋がる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域住民が自主的、主体的に行う事業であるため、経費は低く抑えることができる。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域住民が主体的に高齢者の「通いの場」の運営を担うことで、各地域の実情に即した効果的で適

切な「通いの場」となっている。

評価



4

県支出金 17,469 17,529 17,582 17,582 17,582

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 17,469 17,529 17,582 17,582 17,582

一般財源 20,874 20,944 21,008 21,008 21,008

人　件　費 4,500.6 4,500.6 5,193 5,193 5,193

投入 常勤職員 0.65人 0.65人 0.75人 0.75人 0.75人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 95,251 95,561 96,529 96,529 96,529

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 51 頁

事務事業名 23919 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 03 01 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 03 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
６５歳以上の高齢者及びその家族

地域包括支援センターが活動しやすい環境を整え、地域包括ケアシステムを構築していく。

事業目的

地域において、介護予防ケアマネジメント、総合相談支援・権利擁護業務等の事業を地域包括支援センターが実施する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

包括的・継続 包括的・継続 包括的・継続 包括的・継続 包括的・継続

的ケアマネジ 的ケアマネジ 的ケアマネジ 的ケアマネジ 的ケアマネジ

メント支援事 メント支援事 メント支援事 メント支援事 メント支援事

業 業 業 業 業

事　業　費 90,750 91,060 91,336 91,336 91,336

財
源
内
訳

国庫支出金 34,938 35,058 35,164 35,164 35,16



。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域包括支援センターが担う業務、役割を検討しながら、見直しの必要性について検討している。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ●４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
予防プランの作成が業務の大半を占めているため、地域包括支援センターの本来業務として、地域における地域

事業の方向性・
包括ケアシステムを構築していくために、必要な人員を確保する必要がある。

取組方針
令和５年度以降は、事務事業コード23922「地域包括支援センター運営協議会」を本事業に統合して管理する。

52 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 相談受付件数 相談を受けた実人数 人 15,000 15,000 16,000 16,000 16,000
活動① 18,666 － － －
事務事業 地域包括支援センター新聞の発行 部 85,000 85,000 85,000 85,000 85,000
活動② 部数 85,400 － － －
事務事業 地域ケア個別会議開催数 開催した回数 回 30 30 30 30 30
成果① 13 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターについて、その活動や事業を市民に向けて発信する「地域包括支援センタ

状況
ー新聞」を年に２回発行し広く周知することで、高齢者及びその家族からの相談や被保険者に対する適切なサービスの提供に

の分析 繋げている。
コロナ禍で地域ケア個別会議の開催回数が令和２年度以降減っている。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域包括ケアシステムの要として、地域包括支援センターの果たす役割は増加している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 委託費について、人件費、事務経費等の積算根拠を積み上げ適正な金額を算出している。近隣市の

委託費や、各地域包括支援センターの決算状況等を把握し、委託費が適正か精査している。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 各地域包括支援センターが、それぞれの圏域の実情に合わせた効果的な事業や運営を行っている



22,837 22,837 23,383

財
源
内
訳

国庫支出金 3,620 6,767 8,792 8,792 9,002

県支出金 1,810 3,383 4,396 4,396 4,501

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,810 3,383 4,396 4,396 4,501

一般財源 2,163 4,045 5,253 5,253 5,379

人　件　費 4,500.6 4,500.6 4,500.6 4,500.6 4,500.6

投入 常勤職員 0.65人 0.65人 0.65人 0.65人 0.65人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 13,904 22,079 27,338 27,338 27,884

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 53 頁

事務事業名 24009 任意事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 03 02 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 03 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 戸田市介護相談員設置要綱 関連計画 介護サービス適正実施指導事業

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

地域の実情に応じ、創意工夫をいかした多様な事業を行い、介護予防等を図る。介護サービス利用者の不安や疑問等を住民

事業目的
の目線で把握し、利用者とサービス事業者や行政との橋渡し役を努め、苦情等を未然に防止する。

家族介護教室や介護給付適正化のための事業を行う。介護サービス相談員が介護サービス事業所・施設を訪問し、利用者や

家族等の声を聞く。相談員連絡会議を開催し情報交換、活動内容の報告及び検討を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

家族介護教室 家族介護教室 家族介護教室 家族介護教室 家族介護教室

等介護任意事 等介護任意事 等介護任意事 等介護任意事 等介護任意事

業 業 業 業 業

事　業　費 9,403 17,578



充実のために、効率的かつ効果的な事業となっ
ている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 介護保険サービスの充実のために、必要かつ適正な範囲で事業を展開している。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
任意事業として行われている事業のほか、一般高齢者サービスとして行われている成年後見制度の利用支援に係

事業の方向性・
る事業など、既存事業を精査する必要があり、地域支援事業として移行できるものに関して、今後、対応してい

取組方針
くために事業規模を拡大していく予定である。

54 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 家族介護教室開催 回 15 15 15 15 15
活動① 2 － － －
事務事業 介護サービス相談員訪問人数 サービス事業者等訪問し 人 200 － － － －
活動② た相談員の数 0 － － －
事務事業 家族介護教室参加人数 人 180 185 190 195 200
成果① 22 － － －
事務事業 介護サービス相談員訪問回数 サービス事業者等訪問し 回 200 － － － －
成果② た数 0 － － －

－ － －

－ － －
Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
令和３年度はコロナ禍のため介護サービス相談員の活動は中止となった。家族介護教室もコロナ禍で２回の開催に留まった。

状況
活動２は令和４年度からより分かりやすく指標名を「介護サービス相談員活動人数」に変更したうえで説明・算定式を「対象

の分析 施設等へ活動した相談員の数（延べ）」としたい。また成果２についても指標名を「介護サービス相談員活動施設数」に変更
し、説明・算定式を「相談員が活動した施設・事業所数（延べ）」、単位を「か所」に変更したい。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護給付費の適正化、家族介護教室、介護サービス相談員事業等の多様な事業を実施することで、

介護保険サービスの充実が図られている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ａ Ａ 経費について、毎年度、見直しや検討を行っている。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 事業手法について毎年度精査し、介護保険サービス



CTや研修に ICTや研修に ICTや研修に

よる連携等 よる連携等 よる連携等 よる連携等 よる連携等

事　業　費 4,373 4,759 5,137 5,137 5,137

財
源
内
訳

国庫支出金 1,683 1,832 1,977 1,977 1,977

県支出金 841 916 989 989 989

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 841 916 989 989 989

一般財源 1,008 1,095 1,182 1,182 1,182

人　件　費 1,800.24 1,800.24 1,800.24 1,800.24 1,800.24

投入 常勤職員 0.26人 0.26人 0.26人 0.26人 0.26人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,173 6,559 6,937 6,937 6,937

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 55 頁

事務事業名 45093 在宅医療・介護連携推進事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 03 04 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 03 04 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民及び事業者

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備に関する法律の制定に伴い、地域包括ケア体制

事業目的
を整備するにあたり、医療と介護の連携を強化することを目的としている。

在宅医療・介護連携を強化するために、連携を支援するコーディネーターを配置し、市民やケアマネジャーからの相談受付

等を行う。また、在宅医療・在宅介護の体制づくりのため、医療と介護関係者の顔の見える関係づくりを進める。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 医療・介護機関 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

在宅医療相談 在宅医療相談 在宅医療相談 在宅医療相談 在宅医療相談

窓口の活用。 窓口の活用。 窓口の活用。 窓口の活用。 窓口の活用。

ICTや研修に ICTや研修に I



は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 医療・介護の両方を必要とする高齢者に対し、在宅医療・介護を一体的に提供するための事業であ

り公平性は保たれている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
今後も他市や関係機関と連携を密に事業を進めていく。

事業の方向性・
取組方針

56 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 医療職・介護職合同で研修・情報 回 5 5 5 5 5
活動① 交換等行う回数 6 － － －
事務事業 市民やケアマネジャーからの相談 件 100 100 100 100 100
成果① 件数 119 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
南部保健所・川口市・蕨市と協働で、多職種による研修会や市民向け講演会を検討したが、令和３年度はコロナ禍のため、市

状況
民向け講演会は中止となり、多職種連携の会のみ１回の開催となった。また、医療・介護連携ネットワーク会議を２回実施し

の分析 、各機関と地域包括ケアシステムを構築する上での課題等を共有した。オンライン開催として「連携ネットカフェ」が２回、
「緩和ケアカフェ」が１回開催された。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域包括ケアシステムにおける柱の一つである医療と介護の連携について、関係機関と協力しなが

ら事業を進めている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 事業費は会議費用と蕨戸田市在宅医療支援センター（拠点）の運営に係る蕨戸田市医師会への委託

料が主なものであり適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 介護保険法に基づき、適正に実施している。関係機関と協働で事業を実施することで事業費を抑え

ることができた。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担



創出等 ビスの創出等 ビスの創出等 ビスの創出等 ビスの創出等

事　業　費 2,456 2,534 2,583 2,583 2,583

財
源
内
訳

国庫支出金 945 975 994 994 994

県支出金 472 487 497 497 497

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 472 487 493 497 497

一般財源 567 585 599 595 595

人　件　費 4,154.4 4,154.4 4,154.4 4,154.4 4,154.4

投入 常勤職員 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,610 6,688 6,737 6,737 6,737

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 57 頁

事務事業名 45094 生活支援体制整備事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 03 05 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 03 05 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民・ＮＰＯ・事業所

地域包括ケア体制構築にあたり、市が中心となり、住民等を参加させ、地域の実情に応じて多様なサービス提供を要支援者

事業目的
等に対して効果的に行うことで、高齢者の生きがい・介護予防づくりを図り、社会参加を支援していくための体制を整備す

ること。

市・協議体・生活支援コーディネーターが総合事業の推進に向け、住民によるサービスを創出したり、必要な方に対し支援

者を紹介するなどの事業を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

多様なサービ 多様なサービ 多様なサービ 多様なサービ 多様なサービ

スの担い手と スの担い手と スの担い手と スの担い手と スの担い手と

なる住民サー なる住民サー なる住民サー なる住民サー なる住民サー

ビスの



とや、担い手育成のための研修ができている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 生活支援コーディネーターの活動は市内全域としており、公平性は担保されている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
生活支援コーディネーター及び戸田市生活支援・介護予防体制推進協議会と連携を図り、多様な日常生活上の支

事業の方向性・
援を必要とする人と社会資源や担い手とのマッチングに取り組んでいく。

取組方針

58 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 サービス創出のための検討会の開 検討会・協議体等の開催 回 10 10 10 10 10
活動① 催回数 回数 12 － － －
事務事業 協議体の開催数 回 3 － － － －
成果① 1 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
生活支援コーディネーター及び戸田市生活支援・介護予防体制推進協議会（協議体）を設置している。定例会を毎月実施し、

状況
協議体を書面であるが１回開催することで、地域の資源やニーズの情報交換を関係機関で行うことができた。なお、令和４年

の分析 度からは「成果」における指標名を「新たな地域資源（サロン等）、地域サービス・互助の仕組みの数」としたい。また、併
せて、その説明・算定式は「新たに創出された地域資源の数」として、単位は「つ」としたい。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 生活支援コーディネーター及び戸田市生活支援・介護予防体制推進協議会と連携し、多様な日常生

活上の支援を必要とする人と社会資源や担い手とのマッチングに向けた取組みを進めている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 事業費は会議費用と生活支援コーディネーター業務の委託料が主なものであり、適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ ボランティアの育成や地域に精通している社会福祉協議会へ生活支援コーディネーター業務委託す

ることで、効率的に地域資源等を把握するこ



,833 14,470 14,470 14,470

財
源
内
訳

国庫支出金 4,841 5,325 5,570 5,570 5,570

県支出金 2,420 2,662 2,785 2,785 2,785

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 2,420 2,662 2,785 2,785 2,785

一般財源 2,895 3,184 3,330 3,330 3,330

人　件　費 3,808.2 3,808.2 3,808.2 3,808.2 3,808.2

投入 常勤職員 0.55人 0.55人 0.55人 0.55人 0.55人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 16,384 17,641 18,278 18,278 18,278

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 59 頁

事務事業名 45806 認知症総合支援事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 03 06 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 03 06 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ● 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ○ 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

地域包括ケア体制を構築していく上で、認知症になっても地域で生活を続けていけることを目的としている。国の「認知症

事業目的
施策推進大綱」に基づき実施していく。

認知症地域支援推進員等による認知症の方やそのご家族への個別支援や関係機関とのネットワークづくりを行うことで地域

における認知症のケア体制を構築する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 医療・介護機関 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

認知症施策推 認知症施策推 認知症施策推 認知症施策推 認知症施策推

進のための事 進のための事 進のための事 進のための事 進のための事

業実施に向け 業実施に向け 業実施に向け 業実施に向け 業実施に向け

た人員配置等 た人員配置等 た人員配置等 た人員配置等 た人員配置等

事　業　費 12,576 13



ている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ すべての地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置することで、相談対応等について公

平性を確保している。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
認知症地域支援推進員の活動を支援するとともに、認知症初期集中支援チームの活用に向けて本施策を推進する

事業の方向性・
。

取組方針

60 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 認知症地域支援推進員個別相談受 件 850 850 900 900 900
活動① 付件数 1,791 － － －
事務事業 認知症カフェ数 箇所 12 12 13 13 13
成果① 12 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
認知症地域支援推進員が、積極的な活動を展開することにより、相談件数が増加してきている。コロナ禍で、民間事業所によ

状況
る地域貢献活動でもある認知症カフェは活動休止が多いが、認知症地域支援推進員の積極的な活動により、認知症への理解の

の分析 輪を広げ、認知症カフェの開設（地域貢献）を検討する事業所等を引き続き支援していく。また、令和４年度から新たな成果
の指標として「認知症本人・家族ミーティング開催数」を追加したい。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域の関係機関（認知症カフェ実施事業所等）と認知症地域支援推進員と認知症初期集中支援チー

ムが連携しながら、効果的な相談対応等を行っている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 認知症カフェの運営は民間の介護事業所等により行われており、民間との協働や連携により事業を

実施していることから適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域の関係機関（認知症カフェ実施事業所等）と認知症地域支援推進員と認知症初期集中支援チー

ムが連携しながら、協働することで効率的・効果的に事業を実施し



議・自立支

援型地域ケア 援型地域ケア 援型地域ケア 援型地域ケア 援型地域ケア

会議を開催す 会議を開催す 会議を開催す 会議を開催す 会議を開催す

事　業　費 89 341 341 341 341

財
源
内
訳

国庫支出金 34 131 131 131 131

県支出金 17 65 65 65 65

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 17 65 65 65 65

一般財源 21 80 80 80 80

人　件　費 2,077.2 2,077.2 2,077.2 2,077.2 2,077.2

投入 常勤職員 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,166 2,418 2,418 2,418 2,418

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 61 頁

事務事業名 50604 地域ケア会議推進事業

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 03 07 01 01

記入日 令和 4年 6月23日
R3 17 10 00 R3 13 05 03 07 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成２９年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民、地域包括支援センター、事業者等

地域包括ケア体制を整備するに当たり、高齢者の総合相談窓口として、また、関係者間の連携を進める中核的な存在として

事業目的
、大きな役割を果たす地域包括支援センターの機能を強化する。

各地域包括支援センターが実施する地域ケア会議で出された地域課題を共有し、施策につなげるための「地域ケア推進会議

」を開催する。また、ケアマネジャーが作成したケアプランについて、医療・介護関係者の多職種で検討する「自立支援型

地域ケア会議」を開催する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 市民・事業者等 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

地域ケア推進 地域ケア推進 地域ケア推進 地域ケア推進 地域ケア推進

会議・自立支 会議・自立支 会議・自立支 会議・自立支 会



か。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 自立支援型地域ケア会議は市内全ての居宅介護支援事業所を対象としており公平である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
本事業は、町会・自治会関係者、民生委員、市、医療機関、介護事業者など、各種地域ケア会議に携わる多くの

事業の方向性・
関係者と連携しながら進める必要がある。

取組方針

62 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 地域ケア推進会議の開催回数 回 2 － － － －
活動① 0 － － －
事務事業 地域ケア推進会議等の出席者数 人 8 － － － －
活動② 0 － － － －
事務事業 個別ケース対応数 回 2 2 3 3 3
成果① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
地域ケア推進会議はコロナ禍のため中止。自立支援型地域ケア会議はコロナ禍であるが２回開催し、新規ケース計４事例、モ

状況
ニタリング計４事例の８事例を検討。令和４年度からの活動指標については、「地域ケア推進会議の開催回数」を「自立支援

の分析 型地域ケア会議等の開催回数」へ変更し、「地域ケア推進会議の出席者数」を削除する。また、成果指標については、「個別
ケース対応数」を「個別ケース検討数」へと文言を変更し、単位についても「回」から「件」へ併せて変更する。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 自立支援型地域ケア会議を開催することで、自立支援に資するケアプランの作成についてケアマネ

ジャーの意識やスキルの向上を図ることができている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 会議に要する費用のみであり適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 自立支援型地域ケア会議には多職種の助言者が出席していて、自立支援に資するケアプラン作成の

ために効率的・効果的な助言を行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られている



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 63 頁

事務事業名 23922 地域包括支援センター運営協議会

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 地域包括ケア担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 03 03 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 05 03 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民・事業所

地域包括支援センターの設置・運営に関して、中立性の確保・助言・指導等を行う。

事業目的

地域包括支援センター運営協議会の開催

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

地域包括支援 地域包括支援

センター運営 センター運営

協議会の開催 協議会の開催

事　業　費 230 276 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 88 106 0 0 0

県支出金 44 53 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 44 53 0 0 0

一般財源 54 64 0 0 0

人　件　費 692.4 692.4 0 0 0

投入 常勤職員 0.1人 0.1人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 922 968 0 0 0



る取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ●令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
地域包括支援センターの公平・適正化のため効果的であり、今後も定期的な開催を行う。

事業の方向性・
令和５年度以降は、事務事業コード23919「包括的・継続的ケアマネジメント支援事業」に統合して管理する。

取組方針

64 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 運営協議会開催数 回 2 2 － － －
活動① 2 － － －
事務事業 運営協議会における指摘事項の件 協議会における指摘・変 件 0 0 － － －
成果① 数 更事例等の件数 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
運営協議会委員からの注意・指摘事項は特になく、適正に運営していることがわかる。

状況
令和５年度以降は、事務事業コード23919「包括的・継続的ケアマネジメント支援事業」に統合して管理する。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域包括支援センターの適正な運営のため、法令により設置が求められている運営協議会について

定期的に開催し、議事について審議している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 事業費は会議費用のみであり、適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域包括支援センターの適正な運営のため、法令により設置が求められている運営協議会について

定期的に開催している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 地域包括支援センター運営協議会は法令に基づき設置するものであり、公平性等は担保されている

。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施す



人 0.25人 0.25人 0.25人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,089 2,331 2,391 2,451 2,521

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 65 頁

事務事業名 46769 審査支払手数料

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 管理担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 05 04 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 05 04 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成２８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 地域支援事業実施要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
要支援者及び基本チェックリストで事業対象者の基準に該当した者

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

総合事業にお 総合事業にお 総合事業にお 総合事業にお 総合事業にお

ける審査支払 ける審査支払 ける審査支払 ける審査支払 ける審査支払

手数料を支出 手数料を支出 手数料を支出 手数料を支出 手数料を支出

する。 する。 する。 する。 する。

事　業　費 358 600 660 720 790

財
源
内
訳

国庫支出金 90 134 165 180 198

県支出金 45 75 83 90 99

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 141 237 261 284 312

一般財源 82 154 151 166 181

人　件　費 1,731 1,731 1,731 1,731 1,731

投入 常勤職員 0.25人 0.25



66 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針
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事務事業名 21383 介護保険給付費準備基金積立金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 06 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 06 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

介護保険給付 介護保険給付 介護保険給付 介護保険給付 介護保険給付

費準備基金積 費準備基金積 費準備基金積 費準備基金積 費準備基金積

立金 立金 立金 立金 立金

事　業　費 204,954 1,000 100 100 100

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 1 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 378 0 0 0

一般財源 204,954 621 100 100 100

人　件　費 692.4 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.1人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 205,646 1,000 100 100 100



68 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 69 頁

事務事業名 21384 一時借入金利子

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 07 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月21日
R3 17 10 00 R3 13 07 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

一時借入金利 一時借入金利 一時借入金利 一時借入金利 一時借入金利

子 子 子 子 子

事　業　費 0 165 165 165 165

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 165 165 165 165

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 165 165 165 165
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 71 頁

事務事業名 45749 財政安定化基金償還金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 07 02 01 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 07 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成２７年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

前期計画で貸 前期計画で貸 前期計画で貸 前期計画で貸 前期計画で貸

付を受けた額 付を受けた額 付を受けた額 付を受けた額 付を受けた額

を次期計画期 を次期計画期 を次期計画期 を次期計画期 を次期計画期

間中に償還 間中に償還 間中に償還 間中に償還 間中に償還

事　業　費 0 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 1 1 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 1 1 1 1
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



47 12,947 12,947

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 73 頁

事務事業名 21385 第１号被保険者保険料還付金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 08 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 08 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
被保険者

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険

者保険料還付 者保険料還付 者保険料還付 者保険料還付 者保険料還付

金 金 金 金 金

事　業　費 2,095 4,500 4,500 4,500 4,500

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 2,095 4,500 4,500 4,500 4,500

人　件　費 8,447.28 8,447.28 8,447.28 8,447.28 8,447.28

投入 常勤職員 1.22人 1.22人 1.22人 1.22人 1.22人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 10,542 12,947 12,9
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
 

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 75 頁

事務事業名 21386 第１号被保険者還付加算金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 08 01 02 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 08 01 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
被保険者

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険 第１号被保険

者還付加算金 者還付加算金 者還付加算金 者還付加算金 者還付加算金

事　業　費 0 50 50 50 50

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 50 50 50 50

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 50 50 50 50
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
 

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 77 頁

事務事業名 21387 国県支出金等返還金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 08 01 03 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 08 01 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
国県等

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

国県支出金等 国県支出金等 国県支出金等 国県支出金等 国県支出金等

返還金 返還金 返還金 返還金 返還金

事　業　費 36,523 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 36,523 1 1 1 1

人　件　費 692.4 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.1人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 37,215 1 1 1 1
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 79 頁

事務事業名 21388 一般会計繰出金

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 08 02 01 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 08 02 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

一般会計繰出 一般会計繰出 一般会計繰出 一般会計繰出 一般会計繰出

金 金 金 金 金

事　業　費 35,992 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 35,992 1 1 1 1

人　件　費 692.4 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.1人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 36,684 1 1 1 1
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 81 頁

事務事業名 21389 予備費

担当組織 健康福祉部 健康長寿課 担当 介護保険担当

組織コード
R4 17 10 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 13 09 01 01 01 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 17 10 00 R3 13 09 01 01 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

介護保険法 戸田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

予備費 予備費 予備費 予備費 予備費

事　業　費 0 2,000 600 600 600

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 2,000 600 600 600

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 2,000 600 600 600
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



計画額（千円）

主な事業内容

地域包括支援 地域包括支援 地域包括支援 地域包括支援 地域包括支援

センター運営 センター運営 センター運営 センター運営 センター運営

事業 事業 事業 事業 事業

事　業　費 14,587 16,968 16,968 16,968 16,968

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 14,587 16,968 16,968 16,968 16,968

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 6,924 13,848 13,848 13,848 13,848

投入 常勤職員 1人 2人 2人 2人 2人

人員 非常勤職員 2.7人 2.7人 2.7人 2.7人 2.7人

事業費＋人件費 21,511 30,816 30,816 30,816 30,816

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 83 頁

事務事業名 21529 地域包括支援センター運営事業

担当組織 市民医療センター 診療室 担当 地域ケアサービス担当

組織コード
R4 30 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 17 02 01 01 02 01

記入日 令和 4年 6月22日
R3 30 03 00 R3 17 02 01 01 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 03 共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち 08 ○ 対象
再掲施策

施策 11 高齢者福祉環境の整備・充実 ● 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和１２年度

介護保険法等の規定・地域支援事業実施要綱 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
１　高齢者及びその家族　　２　要支援１・２の認定者　　３　介護予防・日常生活支援総合事業対象者

高齢者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、

事業目的
地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とする。

(1)包括的支援事業　ア第1号介護予防支援事業　イ総合相談支援業務　ウ権利擁護業務　エ包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援業務　(2)地域包括支援ネットワークの構築　(3)地域ケア会議の開催及び参加　(4)認知症地域支援・ケア向上事業(

5)任意事業　(6)一般介護予防事業　(7)指定介護予防支援

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）



係法規及び地域支援事業実施要綱に基づき事業を実施している。また、唯一の市
立という立場から市内の他の地域包括支援センターへの助言等も行っている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 指定介護予防支援事業及び介護予防日常生活支援総合事業に係る受益・負担は介護保険法の規定に

基づく負担額となっている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
高齢者人口の増加による多様なニーズへの対応等の役割の拡大が続く中、今後もきめ細かい十分な対応ができる

事業の方向性・
よう体制を維持していく。職員のスキルアップを図り、地域住民や健康長寿課と協力して住民主体の活動を支援

取組方針
し、美笹地区における地域包括ケアシステムの構築を推進していく。
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３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 総合相談件数 総合相談件数(電話・来 件 3,875 3,929 3,929 3,929 3,929
活動① 所・訪問) 6,336 － － －
事務事業 TODA元気体操の立ち上げ・運営支 TODA元気体操会場数 か所 10 10 10 10 10
活動② 援を行った会場数 9 － － －
事務事業 要支援者等への介護予防ケアプラ 年間作成数 人 1,872 1,899 1,899 1,899 1,899
成果① ン作成数 1,748 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
令和3年度の実績について、総合相談件数は目標を2,461件上回った。

状況
TODA元気体操の支援会場数は１件下回った。休止中の会場がある一方、新規の会場もあり、感染対策を行いながら活動が活発

の分析 になってきている。
介護予防ケアプラン作成件数は目標を124件下回った。コロナ禍の影響により、サービスの利用控えが影響したと思われる。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ コロナ禍の影響により、介護予防ケアプラン作成件数が減少した。その一方で、総合相談は大幅に

増加し、TODA元気体操の支援を継続し、施策の目標達成に大いに貢献していると考えられる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 高齢者人口の増加による多様なニーズへの対応等の役割の拡大が続く中、必要な事業費・人件費を

確保していると考えられる。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 介護保険法等の関


